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1.  平成25年6月期第2四半期の連結業績（平成24年7月1日～平成24年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年6月期第2四半期 2,546 0.1 98 △45.8 190 △3.9 144 37.2
24年6月期第2四半期 2,543 △0.2 181 44.4 197 51.3 105 44.1

（注）包括利益 25年6月期第2四半期 144百万円 （37.6％） 24年6月期第2四半期 105百万円 （43.8％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年6月期第2四半期 89.24 87.01
24年6月期第2四半期 71.91 69.57

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年6月期第2四半期 2,448 910 37.0 558.48
24年6月期 2,010 771 38.4 475.25
（参考） 自己資本   25年6月期第2四半期  906百万円 24年6月期  771百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年6月期 ― 0.00 ― 6.00 6.00
25年6月期 ― 3.00
25年6月期（予想） ― 3.00 6.00

3. 平成25年 6月期の連結業績予想（平成24年 7月 1日～平成25年 6月30日）  
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 5,131 1.8 123 △52.1 115 △58.6 125 △18.6 77.22



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は、添付資料４ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 （３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決
算短信（添付資料）３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  有
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年6月期2Q 1,623,000 株 24年6月期 1,623,000 株
② 期末自己株式数 25年6月期2Q ― 株 24年6月期 ― 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年6月期2Q 1,623,000 株 24年6月期2Q 1,468,369 株
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当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、震災の復興需要等を背景に景気は緩やかな復調傾
向にありましたが、欧州債務危機に端を発した世界経済の減速や長引く円高、アジア近隣諸国との領土問
題等、景気の下振れ要素が存在し、依然として先行きは不透明な状況となっております。 
当社グループを取り巻く環境は、調剤薬局事業において、平成24年４月に調剤報酬改定及び薬価基準の

見直しが実施され、薬価基準は薬価ベースで6.00％のダウンとなり、依然厳しい収益環境が続いておりま
す。医薬分業率に関しましては、平成24年２月現在（日本薬剤師会調べ）、営業基盤である北海道で
75.7％（前年同月74.1％。全国では67.6％（同65.1％））となっており、伸び率の鈍化傾向が顕著となっ
ております。 
このような環境のなか、当社グループは「質の高い健康を提案するトータルコーディネート会社」とし

て、調剤薬局事業、福祉事業及び不動産関連事業の各事業を展開してまいりました。これらの結果、当第
２四半期連結累計期間の業績は、売上高2,546,642千円（前年同期比0.1％増）、経常利益190,013千円
（同3.9％減）、四半期純利益144,841千円（同37.2％増）となりました。 
  
セグメントの業績は以下のとおりであります。 
  

①調剤薬局事業 

調剤薬局事業の売上高は、平成24年４月に実施された調剤報酬改定及び薬価基準の見直し等の影響によ
り処方箋１枚当たり単価が前期比2.8％減少しております。他方利益は、ドミナント戦略による事業基盤
の強化及び機動的な人員シフトを行うこと等の施策を引き続き実施しておりますが、営業体制強化のため
に人件費等が増加しております。この結果、売上高は2,416,666千円（前年同期比0.0％減）、営業利益
184,800千円（同30.5％減）となりました。 
  

②福祉事業 

福祉事業は、引き続き自社サービス品質の維持向上を目標とするとともに、コストの見直しを行い、入
居者様及び通所者様本位の施設を目指して堅実に事業を推進しておりますが、サービス付き高齢者向け住
宅（以下、「サ高住」という。）用地として札幌市豊平区美園の土地取得に係る諸手続き費用の計上で営
業費用が前期比10,446千円増加しております。この結果、売上高は116,084千円（前年同期比1.2％増）、
営業損失2,186千円（前年同期は営業利益6,935千円）となりました。 
  

③不動産関連事業 

不動産関連事業におきましては、不動産賃貸・管理収入が主なものであります。 

  

①財政状態 

第２四半期連結会計期間末における総資産は、元子会社の北日本化学株式会社の連帯保証人の所有不動

産への強制競売による交付額90,000千円等の計上により現金及び預金が449,740千円（前連結会計年度末

比69,532千円の増加）及びサ高住用地等の取得で有形固定資産が876,600千円（前連結会計年度末比

333,607千円の増加）となったことが主要因で、2,448,838千円（前連結会計年度末比438,242千円の増

加）となりました。  

 また、負債につきましては、サ高住用地取得資金等として短期借入金305,000千円の調達が主要因で、

1,537,987千円（前連結会計年度末比298,718千円の増加）となりました。  

 純資産については、四半期純利益144,841千円を計上したこと等により、910,851千円（前連結会計年度

末比139,523千円の増加）となりました。  

  

１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報

（２）連結財政状態に関する定性的情報
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②キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は449,740千円となり、前連結会計年

度末と比較して69,532千円の増加となりました。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得した資金は、82,551千円（前年同期比378.6％増）となりました。主な増加理由

は、税金等調整前四半期純利益189,791千円等であり、主な減少理由は、北日本化学株式会社の連帯保証

人より同社への貸付金の一部を回収したこと等による貸倒引当金の減少額89,706千円及び法人税等の支払

額36,403千円等であります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、248,932千円（前年同期は2,234千円の獲得）となりました。増加理由

は、北日本化学株式会社の連帯保証人より同社への貸付金の一部を回収（90,000千円）したことであり、

主な減少理由は、サ高住用地等の取得で有形固定資産の取得による支出334,699千円等であります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は、235,913千円（前年同期は58,535千円の使用）となりました。増加理

由は、サ高住用地取得資金等として短期借入金305,000千円であり、主な減少理由は、長期借入金の約定

返済40,713千円及びリース債務の返済による支出19,012千円等であります。 

  

平成25年６月期の連結業績予想につきましては、平成24年６月期決算短信（平成24年８月８日発表）掲

載の業績予想値と変更ありません。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

（減価償却方法の変更） 

 当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年７月１日

以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しておりま

す。 

 なお、これによる当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

  

２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 380,207 449,740

受取手形及び売掛金 708,970 750,130

商品 241,957 241,965

原材料 2,782 899

貯蔵品 331 3,012

繰延税金資産 9,666 12,173

その他 26,294 23,096

貸倒引当金 △7,090 △7,384

流動資産合計 1,363,120 1,473,635

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 264,710 368,389

機械装置及び運搬具（純額） 2,897 4,119

工具、器具及び備品（純額） 21,333 21,221

リース資産（純額） 64,391 76,481

土地 189,660 406,388

有形固定資産合計 542,993 876,600

無形固定資産 17,477 14,135

投資その他の資産   

投資有価証券 1,972 1,940

長期貸付金 213,298 123,298

繰延税金資産 14,195 11,767

敷金及び保証金 53,219 51,425

その他 17,618 19,334

貸倒引当金 △213,298 △123,298

投資その他の資産合計 87,004 84,467

固定資産合計 647,475 975,203

資産合計 2,010,596 2,448,838
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成24年６月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 745,043 758,099

短期借入金 － 305,000

1年内返済予定の長期借入金 67,534 53,216

未払金 38,513 46,867

未払法人税等 36,437 45,429

その他 70,219 65,052

流動負債合計 957,748 1,273,666

固定負債   

長期借入金 185,536 159,141

その他 95,983 105,178

固定負債合計 281,519 264,320

負債合計 1,239,268 1,537,987

純資産の部   

株主資本   

資本金 125,052 125,052

資本剰余金 28,630 28,630

利益剰余金 617,976 753,080

株主資本合計 771,659 906,762

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △331 △351

その他の包括利益累計額合計 △331 △351

新株予約権 － 4,440

純資産合計 771,327 910,851

負債純資産合計 2,010,596 2,448,838
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
 四半期連結損益計算書
 第２四半期連結累計期間 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成24年12月31日) 

売上高 2,543,129 2,546,642

売上原価 2,235,035 2,298,354

売上総利益 308,093 248,287

販売費及び一般管理費 126,552 149,845

営業利益 181,541 98,441

営業外収益   

受取利息及び配当金 56 61

助成金収入 4,736 1,707

受取地代家賃 1,714 1,604

受取保険料 1,811 －

受取手数料 275 1,925

貸倒引当金戻入額 11,411 90,000

その他 737 543

営業外収益合計 20,742 95,841

営業外費用   

支払利息 3,790 4,225

その他 866 45

営業外費用合計 4,657 4,270

経常利益 197,626 190,013

特別利益   

固定資産売却益 2,551 －

特別利益合計 2,551 －

特別損失   

固定資産除却損 272 －

減損損失 100 －

たな卸資産廃棄損 2,265 －

債務保証損失 4,494 －

賃貸借契約解約損 － 221

特別損失合計 7,133 221

税金等調整前四半期純利益 193,044 189,791

法人税、住民税及び事業税 59,608 45,017

法人税等調整額 27,846 △67

法人税等合計 87,454 44,950

少数株主損益調整前四半期純利益 105,589 144,841

四半期純利益 105,589 144,841

－7－

株式会社オストジャパングループ（2757）平成25年６月期 第２四半期決算短信



 四半期連結包括利益計算書 
 第２四半期連結累計期間 

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成23年12月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成24年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 105,589 144,841

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △305 △19

その他の包括利益合計 △305 △19

四半期包括利益 105,284 144,821

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 105,284 144,821

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年７月１日
 至 平成23年12月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成24年７月１日
 至 平成24年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 193,044 189,791

減価償却費 37,695 35,911

減損損失 100 －

株式報酬費用 － 4,440

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10,821 △89,706

受取利息及び受取配当金 △56 △61

支払利息 3,790 4,225

固定資産除却損 272 －

固定資産売却損益（△は益） △2,551 －

たな卸資産廃棄損 2,265 －

債務保証損失 4,494 －

賃貸借契約解約損 － 221

その他の資産の増減額（△は増加） 2,918 8,579

売上債権の増減額（△は増加） △59,057 △41,159

たな卸資産の増減額（△は増加） △37,171 △806

仕入債務の増減額（△は減少） △40,582 13,056

未払金の増減額（△は減少） 11,196 4,180

長期前払費用の増減額（△は増加） 585 △529

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,466 △754

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） △928 △967

その他 3,822 △1,883

小計 106,550 124,537

利息及び配当金の受取額 56 61

利息の支払額 △3,741 △5,643

債務保証履行による支出 △4,494 －

法人税等の支払額 △81,123 △36,403

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,247 82,551

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △13,578 △334,699

有形固定資産の売却による収入 3,876 －

無形固定資産の取得による支出 △425 －

投資有価証券の取得による支出 △300 △0

短期貸付金の増減額（△は増加） － △4,000

長期貸付金の回収による収入 11,411 90,000

投資その他の資産の増減額（△は増加） 1,249 △233

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,234 △248,932

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額（△は減少） － 305,000

長期借入金の返済による支出 △46,084 △40,713

株式の発行による収入 10,521 －

配当金の支払額 △4,601 △9,360

リース債務の返済による支出 △18,370 △19,012

財務活動によるキャッシュ・フロー △58,535 235,913

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △39,053 69,532

現金及び現金同等物の期首残高 380,798 380,207

現金及び現金同等物の四半期末残高 341,745 449,740
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 該当事項はありません。 

  

   該当事項はありません。 

   

 Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成23年７月１日 至 平成23年12月31日） 

  １. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) 1 セグメント利益の調整額△104,530千円にはセグメント間取引消去△7,861千円及び全社費用△96,669千円が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 
   2 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  ２. 報告セグメントごとの固定資産の減損又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

  

 Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成24年７月１日 至 平成24年12月31日） 

  １. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) 1 セグメント利益又は損失の調整額△99,665千円にはセグメント間取引消去△9,117千円及び全社費用△90,548

千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 
   2 セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  ２. 報告セグメントごとの資産に関する情報 

第１四半期連結会計期間において、サービス付高齢者向け住宅用地等を取得しております。これ

により、前連結会計年度の末日に比べ、当第２四半期連結会計期間の報告セグメントの資産の金額

は、「福祉事業」において316,204千円増加しております。 

  

  ３. 報告セグメントごとの固定資産の減損又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（６）セグメント情報等

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
(注) 1

四半期連結損
益計算書計上
額(注) 2調剤薬局事業 福祉事業

不動産関連
事業

計

売上高

 外部顧客への売上高 2,417,177 114,760 11,191 2,543,129 ― 2,543,129

 セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

667 ― 7,194 7,861 △7,861 ―

計 2,417,844 114,760 18,385 2,550,990 △7,861 2,543,129

セグメント利益 265,855 6,935 13,280 286,071 △104,530 181,541

(単位：千円)

報告セグメント
調整額 
(注) 1

四半期連結損
益計算書計上
額(注) 2調剤薬局事業 福祉事業

不動産関連
事業

計

売上高

 外部顧客への売上高 2,416,666 116,084 13,891 2,546,642 ― 2,546,642

 セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

1,923 ― 7,194 9,117 △9,117 ―

計 2,418,589 116,084 21,085 2,555,759 △9,117 2,546,642

セグメント利益又は損失(△) 184,800 △2,186 15,492 198,107 △99,665 98,441
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 当社は、平成25年１月９日開催の取締役会において、株式会社富士薬品（以下「公開買付者」といいま

す。）との資本業務提携契約書（以下「本資本業務提携契約」といいます。）の締結及びこれによる当社普

通株式並びに平成16年９月30日開催の当社定時株主総会、平成18年４月26日開催の当社臨時株主総会及び平

成24年９月５日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された新株予約権に対する公開買付け（以下「本公

開買付け」といいます。）について、賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様が本公開買付けに

応募することを推奨する旨、及び当社新株予約権に関して本公開買付けに応募するか否かについては、新株

予約権者の判断に委ねる旨の決議し、平成25年１月10日に金融商品取引法第27条の10に基づく意見表明報告

書を提出しております。 

 なお、当社の上記取締役会決議は、公開買付者による本公開買付け及びその後の一連の手続により当社株

式が上場廃止となる予定であることを前提に行われたものであります。 

  

 １．公開買付者の概要 

 
 （注）持株比率とは、発行済株式総数に対する所有割合をいいます。 

  

（７）重要な後発事象

（１）商号 株式会社富士薬品

（２）所在地 埼玉県さいたま市大宮区桜木町二丁目292番地１

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 高柳 昌幸

（４）事業内容 医薬品等の配置薬販売、薬局販売、及び製造等

（５）資本金 314,559,500円（平成25年１月９日現在）

（６）設立年月日 昭和29年４月27日

（７）大株主及び持ち株比率 有限会社タツミ興産 36.39％

    （平成25年１月９日現在） 高柳 貞夫 15.92％

高柳 勢津子 12.39％

株式会社三輝商事 11.43％

富士薬品社員持株会 9.28％

高柳 昌幸 7.37％

株式会社埼玉りそな銀行 1.14％

株式会社武蔵野銀行 1.05％

株式会社三井住友銀行 0.59％

大島 映里 0.49％

（８）当社と公開買付者との関係 資本関係 該当事項はありません。

人的関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。
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 ２．本公開買付けに関する意見の内容 

 当社は、平成25年１月９日開催の取締役会において、公開買付者による本公開買付けに賛同の意を表

明するとともに、当社の株主の皆様が、本公開買付けに応募されることを勧める旨及び新株予約権に関

しては本公開買付けに応募するか否かについては、新株予約権者の判断に委ねる旨決議いたしました。

  

 ３．本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項） 

 公開買付者によれば、公開買付者は、当社を公開買付者の完全子会社化する方針であり、本公開買付

けにより、当社の発行済株式の全てを取得できなかった場合においては、以下の方法により、公開買付

者が当社の発行済株式の全てを所有することになるための手続（以下「本スクイーズアウト手続」とい

います。）を行うことを企図しております。 

 本スクイーズアウト手続を実施する場合、具体的には、本公開買付けが成立した後、公開買付者は、

①当社の定款の一部を変更して、当社において普通株式とは別個の種類の株式を発行できるようにする

ことで、当社を会社法（平成17年法律第86号。その後の改正を含みます。以下同じです。）の規定する

種類株式発行会社とすること、②当社の定款の一部を変更して、当社の発行する全ての普通株式に全部

取得条項（会社法第108条第１項第７号に規定する事項についての定めをいいます。以下同じです。）

を付すこと、及び③当社の当該株式の全てを取得し、当該取得と引換えに別個の種類の当社株式を交付

することを、平成25年３月を目処に臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といいます。）の開催を当

社に要請し、本臨時株主総会の付議議案に含めることを当社に要請する予定であるとのことです。 

 また、かかる手続の実行に際して、本臨時株主総会において上記①の付議議案に対するご承認をいた

だきますと、当社は会社法の規定する種類株式発行会社となりますが、上記②の定款の一部変更につい

ては、会社法第111条第２項第１号に基づき、本臨時株主総会の決議に加えて、株式の内容としての全

部取得条項が付されることになる当社の普通株式を保有する株主の皆様を構成員とする、種類株主総会

（以下「本種類株主総会」といいます。）の決議が必要となるため、公開買付者は当社に対し、本臨時

株主総会と同日に、上記②の定款一部変更を付議議案に含む本種類株主総会を開催することを要請する

予定とのことです。 

 上記各手続が実行された場合には、当社の発行する全ての普通株式は全部取得条項が付された上で、

その全てを当社が取得することとなり、当社の株主の皆様には当該取得の対価として別個の種類の当社

株式が交付されることになりますが、当社の株主の皆様のうち交付されるべき当該別個の種類の当社株

式の数が１株に満たない端数となる株主の皆様に対しては、会社法第234条その他関係法令の定める手

続に従い、当該端数の合計数（合計した数に端数がある場合には当該端数は切り捨てられます。以下同

じです。）に相当する当該別個の種類の当社株式を公開買付者に対して売却すること等によって得られ

る金銭が交付されることになります。 
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 なお、当該端数の合計数に相当する当該別個の種類の当社株式の売却の結果、当該株主に対して交付

される金銭の額については、本公開買付けにおける本公開買付価格に当該各株主が保有していた当社普

通株式の数を乗じた価格と同一になるよう算定する予定であるとのことです。また、全部取得条項が付

された普通株式の取得の対価として交付する当社株式の種類及び数は、本日現在未定でありますが、公

開買付者が当社の発行済株式総数の全部を保有することとなるよう、公開買付者以外の本公開買付けに

応募されなかった当社株式の株主の皆様に対し交付しなければならない当社株式の数が１株に満たない

端数となるよう決定する予定であるとのことです。 

 公開買付者は、本スクイーズアウト手続きを実施する場合、平成25年５月頃までに本スクイーズアウ

ト手続を完了することを企図しておりますが、その具体的な日程等の詳細については未定であるとのこ

とです。 

 上記各手続に関連する少数株主の権利保護を目的としたと考えられる会社法上の規定として、(a)上

記②の普通株式に全部取得条項を付す旨の定款変更を行うに際しては、会社法第116条及び第117条その

他の関係法令の定めに従って、株主の皆様はその保有する株式の買取請求を行うことができる旨が定め

られており、また、(b)上記③の全部取得条項が付された普通株式の全部取得が本臨時株主総会におい

て決議された場合には、会社法第172条その他の関係法令の定めに従って、株主の皆様は当該株式の取

得の価格の決定の申立てを行うことができる旨が定められております。これらの(a)又は(b)の方法によ

る１株当たりの買取価格及び取得価格は、最終的には裁判所が判断することになります。 

 なお、公開買付者によれば、公開買付者は、関係法令の改正や関係法令についての当局の解釈、本公

開買付け後の公開買付者の株券等所有割合、又は公開買付者以外の当社の株主の皆様による当社株式の

所有状況等によっては、上記①から③の各手続に代えてそれと概ね同等の効果を有する他の方法により

本スクイーズアウト手続を実施する可能性があり、また、実施時期に変更が生じる可能性もあるとのこ

とです。但し、その場合であっても、公開買付者以外の当社の株主の皆様に対して、適用法令に基づく

手続に従い、最終的に金銭を交付することを予定しており、公開買付者以外の当社の株主の皆様に対し

て交付される金銭の額については、本公開買付価格に当該各株主の皆様が所有していた当社の普通株式

の数を乗じた価格と同一になるように算定する予定とのことです。この場合における具体的な手続につ

いては、当社と協議することになっておりますので、かかる協議のうえ、決定次第、速やかに公表いた

します。 

  

 ４．上場廃止となる見込み及びその理由 

 当社普通株式は、現在、札幌証券取引所アンビシャスに上場していますが、公開買付者は本公開買付

けにおいて買付けを行う株券等の数に上限を設定していないとのことですので、本公開買付けの結果次

第では、当社普通株式は札幌証券取引所アンビシャスの上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃

止となる可能性があります。また、本公開買付けの完了時点で当該基準に該当しない場合でも、本公開

買付けが成立し、その後上記「本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事

項）」に記載の本スクイーズアウト手続を実行する場合、当社普通株式は札幌証券取引所アンビシャス

の上場廃止基準に従い、所定の手続を経て上場廃止となります。なお、上場廃止後は、札幌証券取引所

アンビシャスにおいて当社の普通株式を取引することができなくなります。 
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 また、上記「本公開買付け後の組織再編等の方針（いわゆる二段階買収に関する事項）」に記載の本

スクイーズアウト手続が実行される場合、全部取得条項が付された当社の普通株式の対価として交付さ

れることとなる別の種類の当社の株式の上場申請は行われない予定であります。 

  

 ５．本公開買付けの概要 

  (1) 株券等の種類 

    ①普通株式 

    ②新株予約権 

  (2) 買付け等の期間 

    平成25年１月10日（木曜日）から平成25年２月26日（火曜日）まで（32営業日） 

  (3) 買付け等の価格 

    ①普通株式  １株につき金811円 

    ②新株予約権 １個につき金１円 

  (4) 買付け等の価格の算定基礎 

 公開買付者は、買付価格を決定するにあたり、当社及び公開買付者から独立した第三者機関である

ＡＣＥコンサルティング株式会社より株式価値算定書を取得したとのことです。 

  (5) 買付予定の株式等の数 

    買付予定数     1,665,300株 

    買付予定数の下限  1,110,200株 

    買付予定数の上限    ―  株 

  (6) 公開買付開始公告日 

    平成25年１月10日（木曜日） 

  

 ６．本資本業務提携契約 

本資本業務提携契約の概要は以下のとおりです。 

(a） 資本業務提携の目的及び概要 

 当社及び公開買付者は、以下の事項につきその効果を最大限に創出するために、本公開買付け及び本

スクイーズアウト手続（以下「本取引」といいます。）によって公開買付者が当社を完全子会社とする

ことに合意する。 

(ⅰ) 当社グループの調剤薬局事業と公開買付者の配置薬事業間の北海道地域におけるマーケティング

活動に関する連携 

(ⅱ) 当社グループの調剤薬局と公開買付者の薬品製造事業とが連携することによる顧客ニーズに基づ

いた新製品の開発 

(ⅲ) 公開買付者の経営資源を活用した当社グループの福祉事業の更なる積極展開 
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(b） 当社による本公開買付への賛同 

 当社は、本公開買付けに賛同し（注）、本公開買付けにおける買付け等の期間（以下「本公開買付期

間」といいます。）中、株主に対して応募を推奨する旨の取締役会決議を維持し、これを変更又は撤回

しない。ただし、本公開買付期間が終了するまでの間に公開買付者以外の者による当社株式に対する対

抗的な公開買付が開始された場合には、公開買付者との間で誠実に協議する。かかる協議を経ても、賛

同決議の撤回又は変更を行わないことが当社の取締役の忠実義務違反又は善管注意義務違反となること

が客観的に明らかな場合には、当社は、賛同決議を撤回又は変更することができる。 

（注）当社の賛同義務は、①公開買付者の表明及び保証が真実かつ正確であること並びに②本取引の実

行に重大な影響を及ぼすおそれのある事由が生じておらず、かつ生じるおそれのないことを前提

条件としています。本資本業務提携契約において、公開買付者は、本資本業務提携契約締結日に

おいて、①同社の適法・有効な設立及び存続、②本資本業務提携契約の締結及び履行に必要な権

限及び権能の存在並びに必要な手続の履践、③本資本業務提携契約の法的拘束力、強制執行可能

性、④本取引により同社が当事者となっている契約において債務不履行事由等が構成されないこ

と、⑤本取引が司法・行政機関等の判断に違反するものではないこと、⑥本取引による同社の事

業等に対する担保権その他の負担の不発生、⑦本取引の遂行に必要な許認可等の取得・法令等上

の手続の履践、⑧同社について法的倒産手続きの開始の申立て及びその可能性の不存在、⑨反社

会的勢力と関係がないことについて表明及び保証しています。 

(c） 役員派遣 

 当社は、本公開買付けが成立した場合、公開買付者の指名する役員候補者が、本臨時株主総会におい

て選任されるよう必要な行為を行う。公開買付者は、本公開買付けの成立後も、解任につき正当な理由

がある場合を除き、当社グループの現在の役員につき、現在の任期中、その地位及び処遇を維持するこ

とに同意する。公開買付者は、本公開買付けの成立以降、同社の指名する者が当社グループの各社の取

締役の過半数を占めるまでの間、当社グループの各社の取締役会及びグループ拡大経営会議に同社の指

名する者をオブザーバーとして参加させる。 

(d） 本スクイーズアウト手続への協力 

 当社は、本公開買付け終了後速やかに、本公開買付けの決済開始日の翌日を基準日とする本臨時株主

総会及び本種類株主総会を開催し、本スクイーズアウト手続に必要な議案を上程し、決議する。 

－15－

株式会社オストジャパングループ（2757）平成25年６月期 第２四半期決算短信


	サマリー.pdf
	短信



